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【改革の柱３】効果的・効率的な行財政運営 
 

柱３-１ 質の高い業務執行 

柱３-１-(１) 業務改革の推進 

                                                                                                           

２年度目標の達成状況 

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 各年度の目標を
含む実施計画を策定 

２年度以降 上記実施計
画に定めた目標に順次取
り組む。 

 「大阪市押印見直し方
針」の作成 

 多様な技術等の導入に向
けた検討 

未達成 各年度の目標を含む実施計画
を策定 

 

（理由） 

多様な技術の活用等による
事務の簡素化・効率化に係る実
施計画が策定できなかったた
め。 

 

２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 「中間処理レス」の取組 

・申請書等の押印廃止に向
けた大阪市方針を策定
し、見直しを行う。 

・国の「地方自治体にお
ける押印見直しマニ
ュアル」をベースに
「大阪市押印見直し
方針」を策定し、見直
しに取り組んだ。 

・押印見直し結果をホ
ームページで公表し
た。 

・国が「書面・対面規
制の見直し」につ
いても地方公共団
体向けマニュアル
の策定を予定して
いることから、そ
の動向に注視の
上、今後、本市の見
直し方針の作成等
に取り組んでいく
必要がある。 

・技術の活用により
事務の簡素化・効
率化に資すること
ができる、業務の
特定を行う必要が
ある。 

・書面・対面規制の見直
しについて、国の動向
に注視しつつ、本市の
見直し方針の検討を行
う。（通年） 

② 多様な技術の活用等に
よる事務の簡素化・効
率化 

・多様な技術の活用等によ
る事務の簡素化・効率化
について、他都市や民間
での取組事例をベンチ
マークとして参考にし
ながら、費用対効果等を
検証した上で実施計画
を策定する。 

・他都市事例について、
情報収集を行うな
ど、担当所属で検討
を行った。 

・他都市の先進事例や民
間事例をベンチマーク
とし、本市において事
務の簡素化・効率化に
資する多様な技術の導
入検討を行う。（通年） 

・多様な技術の活用等に
よる事務の簡素化・効
率化をめざす実施計画
を策定する。（下半期） 
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柱３-１-（２） 最新技術を活用した維持管理業務等の効率化 

                                                                                                           

２年度目標の達成状況 

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 ドローンによる
防潮堤点検業務の本格運
用を開始し、目標設定に
向けた検証を行う。 

※３年度以降の目標は、
２年度の検証を踏まえ
て設定 

・国土交通省航空局の無人
航空機の飛行に係る許
可・承認を受け、防潮堤
点検業務を開始するとと
もに、目標設定に向けた
検証を行い、運用範囲を
設定した。 

達成 運用範囲の拡大 

（５ｋｍから 15ｋｍ） 

（理由） 

３年度目標が未設定であっ
たため。 

 

２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① ドローン活用による防
潮堤の維持管理等の効
率化 

・国道交通省航空局の無
人航空機の飛行に係る
許可・承認を得る。 

・防潮堤点検業務の運用
を開始する。 

・目標設定に向けた検証
を行う。 

・国道交通省航空局の無
人航空機の飛行に係る
許可・承認を得た。 

・運用範囲について、運用
時の部外者立入想定や
危険個所の把握などの
事前確認を行い、運用を
開始した。 

 （運用範囲５ｋｍ） 

・目標設定に向けた検証
を行い、防潮堤総延長
60ｋｍのうちドローン
が有効に活動できる範
囲（30ｋｍ）を選定した。 

・ドローンの運
用の際には、
第三者へ危害
がないよう十
分な安全対策
を行う必要が
あるため、運
用コースの事
前確認や運用
時の安全対策
が必要とな
る。 

・ドローンが有効に活動で
きる範囲（30ｋｍ）のう
ち、運用が比較的早期に
出来る単純な地形 10ｋｍ
を選定する。（上期） 

・新たに選定した 10ｋｍの
運用を開始する。（下期） 

・２年度に運用を開始した
５ｋｍの安定的運用を行
う。（通年） 
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柱３-２ 施設・事業の適切なマネジメント 

柱３-２-（１） 持続可能な施設マネジメントの取組の推進 

                                                                                                           

２年度目標の達成状況 

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

① ２年度 長期的な施
設マネジメントの仕
組み検討・整理 

一般施設の資産情報
の一元化・見える化の
実施 

５年度 長期的な施
設のあり方（案）の取
りまとめ 

・市政改革室内に担当部署
を新設し、長期的な施設
マネジメントの仕組みに
ついて検討・整理した。 

・一般施設の資産情報の一
元化・見える化に関する
取組を実施した。 

達成 評価対象となる一般施設（約
500 施設）に係る総合評価のス
テージに向けた分析の実施 

 

（理由） 

これまでの取組を踏まえ、目
標設定が可能となったため。 

② ２年度 空き施設の
活用方針の検討・策定 

３年度 活用方針に
基づく取組の実施 

・空き施設の有効活用につ
いて調査、検討し、「空き
施設等活用方針」を策定
した。 

達成 変更なし 

 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため。 

 

２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 長期的な施設マネジ
メントの推進 

・「一般施設の将来ビジ
ョン」の内容を踏ま
え、持続可能な施設マ
ネジメントに取り組
む。 

 

 

・一般施設に係る中長期
的な施設のあり方等を
専門的に検討できるよ
う、「一般施設の将来ビ
ジョン」に基づき市政
改革室内に担当部署を
新設した。 

・一般施設全体の資産情
報（1,719 施設）の一元
化・見える化に関する
取組を実施し、今後の
分析・総合評価に必要
な基礎データを整理し
た。 

・将来の人口推移や厳しい
財政状況などを見据え
ながら、中長期的な視点
に立って公共施設の総
合的かつ計画的な管理
を行っていく必要があ
る。 

・本市が所有する公共施設
全体の現状を踏まえ、地
域特性に応じた利用者
目線で施設の最適な設
置・維持を行うための施
策横断的な視点を持っ
た施設マネジメントを
行っていく必要がある。 

・施設のあり方の方向性
に係る分析手法（定量
及び定性）を確立する。
（通年） 

・上記の分析手法に基づ
き、ファーストステッ
プとして対象施設（約
500 施設）の定量分析
等を行う。（通年） 

・早期に施設のあり方の
検討が必要な一般施設
についても、先行して
分析を進める。（通年） 

② 空き施設の活用 

・一般施設等の空き施
設の活用に取り組む。 

・市設建築物における空
き施設の調査を実施す
るとともに、「空き施設
等活用方針」を策定し
た。 

・本市が所有する施設を貴
重な資源として捉え、効
果的かつ効率的に活用
し、運用していく取組を
推進していく必要があ
る。 

・空き施設の効果的かつ
効率的な活用に向け、
「空き施設等活用方
針」に基づき取組を実
施する。（通年） 
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柱３-２-（２） 大規模事業等のリスク管理 

                                                                                                           

２年度目標の達成状況 

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 大規模事業等の
実施に伴うリスク管理の
仕組みの構築 

３年度 10 億円以上の大
規模事業等に関わる所属
において仕組みを導入し
ている割合 100％ 

※４年度以降の目標は、
３年度の進捗状況を踏
まえて設定 

・大規模事業の実施に伴う
リスク管理について、３
年度に各所属へ導入して
いく仕組みとして、自律
的なリスク管理を行うた
めのツールを作成するこ
とにより構築した。 

達成 10 億円以上の大規模事業に関
わる所属（２年度末現在 ５所
属）において仕組みを導入して
いる割合 100％ 

 

（理由） 

10 億円以上の大規模事業に
関わる所属数の最新の状況を
反映するため、括弧内で補記 

 

２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 有識者会議を活用した
統括的なリスク管理 

・本市財政に影響を与え
る大規模事業の実施に
あたり、「大阪市大規模
事業リスク管理会議」に
おいて、外部の有識者の
意見又は助言を求める
とともに、市として必要
な対策を講じることに
より、統括的なリスク管
理の強化を図る。 

・第７回「大阪市大規模事
業リスク管理会議」を３
年１月に開催し、大規模
事業のリスク管理状況
を報告の上、外部有識者
から意見聴取し、今後想
定される増額要素を含
めた事業費での事業計
画変更を行うなど、統括
的なリスク管理の強化
を図った。 

 

・６年度に、事
業所管所属に
おいて自律的
なリスク管理
ができている
状態を目指し
て、全市的な
リスク管理を
強化する取組
について、検
証・改善しつ
つ進めていく
必要がある。 

 

・統括的なリスク管理の強
化を図ることを目的に、
有識者会議を継続して実
施し、聴取した意見の内
容によって、市として必
要な対策等を講じる。（通
年） 

② 全市的なリスク管理の
促進 

・事業の意思決定に携わ
る課長級職員に対して
リスク管理の重要性や
手法に関する研修等を
実施し、リスク管理に関
する専門的な知識を持
った職員の育成を図る。
さらに、大規模事業等の
実施に伴うリスクにつ
いて、事業所管所属にお
いて、より自律的なリス
ク管理を行うためのツ
ール作成等、仕組みを構
築する。 

・研修を実施し、リスク管
理に関する専門的な知
識を持った課長級職員
の育成を図った 

・自律的なリスク管理を
行うためのツールを作
成した。 

・10 億円以上の大規模事業
等に関わる所属におい
て、自律的なリスク管理
体制を導入していく。（通
年） 
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柱３-３ 効率的な行財政運営 

柱３-３-（１） 施策・事業の見直し 

                                                                                                           

２年度目標の達成状況 

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

２年度 ＰＤＣＡの徹底
に係る新たな仕組みの設
計・構築 

３年度 抽出した施策・
事業において新たな仕組
みを運用している割合 
100％ 

※４年度以降の目標は、
３年度の進捗状況を踏
まえて設定 

・新たな仕組みの設計・構
築に向けた検討 

未達成 ＰＤＣＡの徹底に係る新たな
仕組みの設計・構築 

 

（理由） 

費用対効果等を検証する新
たな仕組みの設計・構築に向け
た検討及び関係所属との協議
を行ったが、新型コロナウイル
ス感染症対策により、各所属が
施策・事業の見直しに取り組め
る状況ではなく、担当チーム内
の検討でとどめることとなり
未達成となったが、引き続きコ
ロナウイルスの対応を踏まえ
ながら、取り組んでいくため。 

 

２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 施策・事業の検証と
見直し 

・見直しが必要な施策・
事業を抽出し、費用対
効果等を検証した上
で、課題の解決に向け
た見直しを進める。 

 

 

・費用対効果等を検証する
新たな仕組みの設計・構
築に向けた検討及び関
係所属との協議を行っ
た。 

・新型コロナウイルスの対
応により、各所属が施
策・事業の見直しに取組
める状況にないため、担
当チーム内の検討でと
どめることとなった。 

・令和３年２月に
公表された「今
後の財政収支概
算（粗い試
算）」では、通
常収支不足が続
くと見込まれて
おり、引き続き
選択と集中によ
る見直しが必要
である。 

・新型コロナウイ
ルスの感染拡大
が続く中、各所
属はその対応に
追われ、業務量
が増加してい
る。各所属の現
状を考慮しなが
ら、担当チーム
内で検討を行
い、取組を進め
る必要がある。 

・見直しが必要な施策・事業
を抽出し、費用対効果等
を検証した上で、課題の
解決に向けた見直しを進
める。（通年） 

② 各所属長のマネジメ
ントによる見直し 

・予算編成時のシーリ
ングの設定等によ
り、各所属の選択と
集中を促進する。 

・感染症対策への個別対
応や新たな生活様式を
行政サービスへ反映す
る必要があることを勘
案しつつ、シーリング
を設定し、各所属の選
択と集中を促進した。 

・予算編成時のシーリング
の設定等により、各所属
の選択と集中を促進す
る。（通年） 
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柱３-３-（２） 人員マネジメントの推進 

                                                                                                           

２年度目標の達成状況 

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

技能労務職員数 元年 10 月と比
較して 400 人削減※ 

２年 10月 ▲ 60人（約 3,350人） 

３年 10月 ▲180人（約 3,230人） 

４年 10月 ▲330人（約 3,080人） 

５年 10月 ▲400人（約 3,010人） 

（元年 10 月実績 3,405 人） 

※国で議論されている定年延長の
影響を踏まえ、再検討する。 

・令和２年 10 月時点 

▲93 人（3,312 人） 

達成 変更なし 

 

（理由） 

予定どおりに取組が
進捗しているため。 

 

２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 人員マネジメントの推
進 

・当面の間、退職不補充を
前提に、委託化、効率化
を図り技能労務職員を
削減する。 

また、新たな行政ニーズ
に対し、より有効的に職
員を活用していくため
事務転任制度等の制度
改正案を作成する。 

・退職不補充の上、委
託化、効率化を図り、
適正に人員マネジメ
ントに取り組んだ。 

・事務転任制度等の見
直しについて、制度
案を作成し、労使交
渉を開始した。 

・新型コロナウイ
ルス感染症に伴
う緊急雇用対策
の一環として、臨
時的な新規採用
を行うが、関係所
属と連携し、委託
化、効率化を図る
事業について、引
き続き検討が必
要。 

・より有効的に職
員を活用できる
よう、引き続き検
討が必要。 

・新型コロナウイルス感染
症に伴う緊急雇用対策の
一環としての臨時的な新
規採用を除き、引き続き、
退職不補充を前提に、委
託化、効率化を図ってい
く。（通年） 

・労使交渉の結果を踏まえ、
事務転任制度等の見直し
を実施し、より有効的に
職員を活用していく。 
（通年） 
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柱３-３-（３） 未利用地の有効活用等 

                                                                                                           

２年度目標の達成状況 

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

【売却収入額】 

２年度 60 億円 

３年度 60 億円（120 億円） 

４年度 60 億円（180 億円） 

５年度 60 億円（240 億円） 

※（ ）内は累計額 

※なお、令和元年度の未利用
地売却額は約 60 億円であ
り、こうした状況も踏まえ
て目標値を設定 

・71 億円（決算見込） 達成 変更なし 

 

（理由） 

予定通りに取組が進捗して
いるため。 

 

２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 進捗管理と情報共有の
推進 

・資産流動化プロジェク
ト用地チーム（用地Ｐ
Ｔ）による未利用地の有
効活用に向けた進捗管
理や取組状況などの情
報共有を図る。 

・商品化作業の進捗状況
などについて、用地ＰＴ
によるヒアリングを実
施した。（６月、10 月、
１月） 

・全未利用地を対象に活
用区分及び処分年度の
再精査について、進捗状
況ヒアリングの時期に
合わせて実施した。（10
月、１月） 

・精査した未利用地の状
況について、一覧表を公
表した。また、管理徹底
を図るため、「マップナ
ビおおさか」を活用した
未利用地の商品化進捗
状況についても併せて
掲載した。（８月） 

・平野区における「長原駅
前市営住宅跡地」につい
て、用地ＰＴによる課長
会において、今後のスケ
ジュール等の情報共有
を行った（３月）。 

・引き続き、未
利用地の処分
促進に係る課
題解決に向け
て、外部有識
者の意見を徴
しながら、新
たな商品化の
制度創設につ
いて、検討す
る必要があ
る。 

・精査した未利用地の状況
について、一覧を公表す
る。（８月） 

・「マップナビおおさか」を
活用した未利用地の商品
化進捗状況を掲載して管
理の徹底を図る。（８月） 

・用地ＰＴヒアリングにお
いて、処分目途の精査を
実施する。（10 月） 

・用地ＰＴヒアリングにお
いて、処分目途の精査を
実施する。（１月） 

② 有効活用に向けた取組
の推進 

・早期の有効活用に向け、
サポート制度のより一
層の定着を図る。 

・サポートを進める中で
判明した課題等の解決
にも取り組む。 

・天王寺区における「勝三
住宅跡地」について、用
地ＰＴによる事前審査
（フィルタリング）を実
施し、活用方針を策定し
た。（１月） 

・生野区における「御幸森
小学校跡地」について、
区が策定したまちづく

・土壌汚染調査及び地下埋
設物調査など商品化促進
を図るための外部発注業
務の設計書作成や検査等
に対する技術的サポート
を実施する。（通年） 

・区役所が進める未利用地
を活用したまちづくりに
関して、総合的な調整や
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２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

り構想の趣旨を踏まえ
た活用を行うため、関係
所属が連携し、公募型プ
ロポーザルによる貸付
を行う方針を策定した。
（２月） 

・市外に存する未利用地
の処分を促進させるた
め、外部有識者を交えた
未利用地処分促進等検
討会議を開催し、「市域
外に存する未利用地の
一般競争入札による処
分の特例」を策定した。
（７月、10 月、12 月、
１月、３月） 

用地ＰＴによる事前審査
（フィルタリング）によ
り積極的なサポートを実
施する。（通年） 

・商品化業務にあたり、「未
利用地処分促進等検討会
議」において意見を徴し
ながら、民間手法等を取
り入れた制度創設の方向
性について検討する。（９
月、３月） 

③ 貸付による有効活用の
促進 

・商品化に時間を要する
未利用地の有効活用に
向けて、暫定的な有償貸
付による取組を促進。 

・元年度末時点における
貸付検討地を抽出し、未
利用地活用一覧に反映・
更新を実施した。（８月） 

・３年度予算編成の調整
において、貸付収入を商
品化経費の財源に充当
する予算制度（29 年度
予算編成より導入）の利
用促進を図るため、貸付
を検討する未利用地の
抽出を行い、用地ＰＴに
よるヒアリングを実施
して精査した。（８月、10
月） 

・２年度に抽出した３年度
貸付が可能な未利用地を
公表する。（８月） 

・４年度に貸付が可能とな
る未利用地を抽出し、用
地ＰＴによる各所属に対
するヒアリングを実施す
る。（10 月） 

・用地ＰＴによる各所属に
対するヒアリングを実施
する。（１月） 
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柱３-３-（４） 未収金対策の強化 

                                                                                                           

２年度目標の達成状況 

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

未収金残高 

２年度 635 億円以下 

（新型コロナウイルス感
染症の影響受けた市税に
おいて大幅に未収金が増
加する見込みとなったた
め、２年８月開催の市債
権回収対策会議において
当初目標 386 億円を 635
億円に下方修正） 

※３年度以降の未収金残
高目標は、単年度ごと
に市債権回収対策会議
において設定する。 

・未収金残高 

479 億円（決算見込） 

現年度分 223 億円 

過年度分 256 億円 

 

達成 ３年度 378 億円以下 

 

（理由） 

３年度の目標は未設定であ
ったため、２年８月開催の市
債権回収対策会議において
437 億円以下に設定した。そ
の後、２年度決算見込未収金
残高を踏まえ、３年度の未収
金が大幅に減少する見込みと
なったため、３年８月開催の
市債権回収対策会議において
378 億円以下に上方修正し
た。 

 

２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 債権別の行動計画に基
づく取組 

・２年１月末の未収金残
高の状況を基に出納整
理期間の取組を徹底す
るため、４月に主要債権
の実務責任者等で構成
される市債権回収対策
推進会議を開催する。 

・７月頃に各債権所管に
対し、元年度の取組実
績、２年度の目標修正の
要否、具体取組内容及び
３年度目標に係るヒア
リングを実施し、その後
も必要に応じ状況確認
や指導をするなど、年間
を通じた進捗管理を行
う。 

・８月に副市長をトップ
とする市債権回収対策
会議を開催し、２年度目
標の修正要否、具体取組
内容の確認及び３年度
目標を設定する。 

・２月頃に年度後半の取
組強化及び進捗管理の
ため、10 月末の未収金
残高状況に基づき、市債
権回収対策推進会議を
開催するほか、必要に応

・４月に開催予定の市債
権回収対策推進会議に
ついては、緊急事態宣
言の発令により中止
し、各債権所管に対
し、文書により出納整
理期間の適切な取組を
周知徹底した。 

・６月～７月に各債権所
管に対し、元年度の取組
実績、２年度の目標修正
の要否、具体取組内容及
び３年度目標に係るヒ
アリングを実施した。 

また、11 月に進捗状況
を照会し、対応方法の助
言をするなど、年間を通
じた進捗管理を実施し
た。 

・８月に市債権回収対策
会議を開催し、２年度目
標の修正、具体取組内容
の確認及び３年度目標
を設定した。 

・１月に 10 月末の未収金
残高状況に基づき、市債
権回収対策推進会議を
開催し、年度後半の取組
強化及び進捗管理を行
った。 

・７月末（10 月公表）、10 

・いまだ、多額
の未収金残高
が存在するた
め、引き続き、
全市的な未収
金対策に取り
組む必要があ
る。 

３年度目標の
達成に向けて
は、新型コロ
ナウイルス感
染症の影響を
注視しつつ、
適正な債権管
理及び早期の
滞納整理等に
ついての総括
的な指導を実
施する。 

・消滅時効期間
を経過する予
定の債権に対
する適切な事
務処理を引き
続き徹底して
いく必要があ
る。 

・３年１月末の未収金残高
の状況を基に出納整理期
間の取組を徹底するた
め、４月に市債権回収対
策推進会議を開催する。 

・７月頃に各債権所管に対
し、２年度の取組実績、３
年度の目標修正の要否、
具体取組内容及び４年度
目標に係るヒアリングを
実施し、その後も必要に
応じ状況確認や指導をす
るなど、年間を通じた進
捗管理を行う。 

・８月に市債権回収対策会
議を開催し、３年度目標
の修正要否、具体取組内
容の確認及び４年度目標
を設定する。 

・２月頃に年度後半の取組
強化及び進捗管理のた
め、10 月末の未収金残高
状況に基づき、市債権回
収対策推進会議を開催す
るほか、必要に応じて市
債権回収対策会議を開催
する。 

・７月末、10 月末、１月末
の未収金の削減状況を取
りまとめ、ホームページ
で公表する。 
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２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

じて、市債権回収対策会
議を開催する。 

・７月末、10 月末、１月
末の未収金の削減状況
を取りまとめ、ホームペ
ージで公表する。 

・消滅時効期間を経過す
る予定の債権に対する
適切な事務処理を徹底
させるべく、取組を実施
する。 

月末（１月公表）、１月末
（３月公表）の未収金の
削減状況を取りまとめ、
ホームページで公表し
た。 

・２年度中に消滅時効期
間を経過する予定の債
権に対する適切な事務
処理の徹底について、各
債権所管の対応状況確
認及び進捗管理（９月、
12 月、３月）を実施し
た。 

・消滅時効期間を経過する
予定の債権に対する適切
な事務処理を徹底させる
べく、取組を実施する。
（通年） 

② 「ＯＪＴによる徴収事
務担当者の育成」等 

・市債権回収対策室と各
所属の徴収ノウハウの
共有化に向けて、「ＯＪ
Ｔによる徴収事務担当
者の育成」を実施する。 

・債権管理・回収業務支援
弁護士を活用した研修
会等を実施する。 

・市税の徴収ノウハウを
有する市債権回収対策
室職員によるＯＪＴ研
修を実施した。 

・前期（７月～10 月） 

５所属７名 

・後期（11 月～２月） 
５所属６名 

・債権管理・回収業務支援
弁護士による債権管理・
回収研修会をネット配
信型で実施した。 

 ・【基礎編】７月～８月
（４回実施）    

 受講者数延べ 785 名 

・【発展編】11 月～12 月
（４回実施）                   

受講者数延べ 362 名 

・各所属の徴収
ノウハウを向
上させ、所属
内で継承及び
蓄積されるこ
とを支援する
ため、取組を
継続する必要
がある。 

・市債権回収対策室と各所
属の徴収ノウハウの共有
化に向けて、「ＯＪＴによ
る徴収事務担当者の育
成」を実施する。（通年） 

・債権管理・回収業務支援弁
護士を活用した研修会等
を実施する。（通年） 

 

  




